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○ 我が国の女性の労働力率は国際的にみても特殊なＭ字カーブの形状（次頁図参照）

○ 就業希望女性は３４５万人、うちＭ字くぼみ付近の２５～４４歳の女性が１８４万と過半を占める状況

○ 出産等を期に退職した女性の再就職は困難な状況

Ｍ字カーブ問題の解消、女性労働力率の向上で経済成長の潜在力を高めることは現政権の
最重要課題の一つ（新成長戦略でも位置づけ）。

１.男女共同参画の推進
○女性の再就職促進のための税制上の優遇措置

～わが国初の女性再就職促進税制～

＜当初要望内容＞

再就職を希望する女性（現在就労していない女性）を正規職員として２０名以上雇用した企業（次世代育成対策推進法に
基づく認定企業に限る）について、新たに雇用した職員の総人件費の３０％を法人税額から控除する。または、５年以内に取
得した建物等の資産の割増償却を認める。

「新成長戦略の実現に向けた三段構えの経済対策」（平成22年9月10日閣議決定）を踏まえ、Ｍ字カーブ問題の解消、さらなる雇
用効果の拡大に向けて、当初要望を見直し中（→現在、適用対象者の拡大等について検討中）

○Ｍ字のくぼみ付近の年代（２５～４４歳）を中心とした女性の労働力率の向上（→今後、当初要望内容の修
正により、さらなる雇用効果の拡大及びＭ字カーブ問題の解消へ）。

１

要望の背景・必要性

要望の概要

期待される効果



（備考）１．総務省「労働力調査（詳細集計）」（平成21年平均）より作成。
２．年齢階級別潜在的労働力率＝（労働力人口（年齢階級別）＋非労働力人口のうち

就業希望者（年齢階級別））／15歳以上人口（年齢階級別）

（参考） 女性の年齢階級別労働力率（Ｍ字カーブ）
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○第３次産業、中小企業中心の産業構造 ←沖縄県の島しょ地域性ゆえ、製造業集積による大規模雇用
が困難(県内総生産に占める製造業比率4.5%、全国19.9％(H19))

○全国中最悪水準にある雇用状況

完全失業率（ 7.5% 全国5.1%(H21))、特に若年者(30歳未満完全失業率13.1% 全国8.0%(H21))と最悪

高水準の非正規雇用の割合(40.8% 全国 35.6%(H19))

低水準の求人倍率（有効求人倍率0.28、全国0.47(H21))。

沖縄の特性を踏まえ、観光、ＩＴなどの求人と求職のミスマッチ解消や若者の就業意識の
涵養等に資する取組に加え、税制上の特例措置を講ずることにより、企業に対する支援強
化が必要。

２．沖縄の振興等
○沖縄における雇用促進のための税制上の特例措置

＜イメージ＞

今後、沖縄において雇用者数を増やす企業の教育訓練費・人件費等の一定割合を税額控除等
するもの。

３沖縄県における ①完全失業率の改善 ②就業者数の増加 等

要望の背景・必要性

要望の概要

期待される効果



○本土から遠隔である沖縄の置かれた地理的事情は、人、物の移動の不利性につながり、産業振興の大きな制約要因。

○観光・リゾート産業、国際物流関連産業は、沖縄経済を牽引する産業として「沖縄振興計画」に位置付け。自立型
経済の構築に向け、アクセス条件の改善などの環境整備は、国の責務。

○沖縄路線の航空機燃料税に係る優遇措置（平成９年度に創設）は、航空運賃の低廉化に貢献。

○沖縄路線航空機に係る航空機燃料税の軽減措置

○全国的な航空機燃料税の軽減要望（国交省要望）に併せ、引続き全国に対し、１／２相当の優遇措置を維持するため、航
空機燃料税の軽減措置を拡充。

＜現行＞１kℓ当たり全国で２６，０００円に対して、沖縄路線は１３，０００円。

（軽減）

＜要望＞１kℓ当たり全国で１５，０００円に対して、沖縄路線は７，５００円。

※地方の空港対策に充当される航空機燃料譲与税分は、軽減拡充の対象外。

４

○航空運賃の低廉化により、①本土からの観光客の安定的確保、②国際物流拠点としての那覇空港の国際
競争力の向上。

○観光・物流関連分野での雇用機会創出、県産品の輸出機会の増大→沖縄県経済へ波及効果を期待。

要望の背景・必要性

要望の概要

期待される効果



①コンセッション方式の利用が促進される

②拡大された対象施設におけるＰＦＩ制度を活用した整備が図られる

①、②により、厳しい財政状況の中で民間資金の活用を拡大し、真に必要な社会資本の新規投資及び維持管理を着実に行い、
新成長戦略の実現を図る。

３．民間資金等活用事業（ＰＦＩ）の推進
（１）コンセッション方式の導入に伴う償却方法の創設（事業権（仮称）の事業期間以内での償却可能化）

（２）ＰＦＩ事業対象の拡大（予定）に伴う特例措置の範囲の拡大

●新成長戦略（平成22年６月18日閣議決定）（抜粋）

・ＰＦＩ制度にコンセッション方式を導入し、・・・ＰＦＩ制度の拡充を2011年に行う

・ＰＦＩ事業規模について、2020年までの11年間で、少なくとも約10兆円以上の拡大を目指す

（ＰＦＩ法の施行から2009年末までの11年間の事業規模累計約4.7兆円の２倍以上）

次期通常国会に以下のような内容を含むＰＦＩ法改正法案を提出予定（現在検討中）

①公共施設の所有権を移転しないまま、民間事業者に対して、インフラ等の事業権（事業運営に関する権利）を長期間にわたっ
て付与するコンセッション方式の導入

②新たにＰＦＩ事業の対象となる公共施設等の拡大（公的賃貸住宅、船舶・航空機・人工衛星等の移動施設等）

①コンセッション方式を活用する場合に、インフラ等の事業権を事業期間以内で減価償却し、初年度の事業権取得にかかる費
用を後年度にわたり必要経費として損金算入できるようにする

②ＰＦＩ事業者が施設を所有する場合に、平成２６年度までの特例措置として認められている固定資産税、都市計画税、不動産
取得税の２分の１減免を、新たなＰＦＩ対象施設にも拡大する

要望の背景・必要性

要望の概要

期待される効果

５



新成長戦略（平成２２年６月１８日閣議決定） （抜粋）

《21世紀の日本の復活に向けた21の国家戦略プロジェクト》

14．公共施設の民間開放と民間資金活用事業の推進

国、地方ともに財政状況が極めて厳しい中、必要な社会資本整備や既存施設の維持管理・更新需要に最大
限民間で対応していく必要がある。そのため、PFI制度にコンセッション方式（※）を導入し、既存の法制度（い

わゆる公物管理法）の特例を設けることにより公物管理権の民間への部分開放を進める。あわせて、公務員
の民間への出向の円滑化、民間資金導入のための制度整備、地方公共団体への支援体制の充実など、PFI
制度の拡充を2011年に行う。
これにより、PFI事業規模について、2020年までの11年間で、少なくとも約10兆円以上（民間資金等の活用

による公共施設等の整備等に関する法律施行から2009年末までの11年間の事業規模累計約4.7兆円の２倍

以上）の拡大を目指す。

(※)公共施設の所有権を民間に移転しないまま、民間事業者に対して、インフラ等の事業権（事業運営・開発に関する権利）を

長期間にわたって民間に付与する方式。

３．社会資本の戦略的な新設・維持管理 社会資本ストックの効率
的、戦略的な新設・維持
管理の実現

2010年～2020年のＰＦＩの
事業規模：少なくとも約10兆
円以上
（PFI法施行から2009年末までの
事業規模累計約4.7兆円の少なく
とも２倍以上の拡大）

コンセッション方式（※）の導入等に
係るＰＦＩ（民間資金等活用事業）制
度の拡充

公物管理の民間開放、公務員の民間
への出向の円滑化、民間資金導入の
制度整備等ＰＰＰ・ＰＦＩの更なる活用促
進へ向けた諸施策の実施

公共施設整備を行う際、まずPFI手法
で整備することを検討する制度の導入
に向けた検討

国及び地方自治体において今後見込ま
れる社会資本の更新需要の洗い出し

国及び地方自治体における社会資本
の維持管理、更新投資等マネジメント
に係る計画の作成の促進

※ 施設の所有権を移転せず、民間事業者にインフ

ラの事業運営や開発に関する権利を長期間にわ

たって付与する方式。

道路・河川空間のオープン化等

地域や社会のニーズに対応した国有財産・独立行政法人保有資産の有効活用等

・地域再生等に係る利用促進
・独法資産の実態把握に基づく見直しによる有効活用、国庫納付等の推進

早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

ⅣⅣ 観光・地域活性化戦略観光・地域活性化戦略 ～～地域資源の活用による地方都市再生、成長の牽引役としての大都市の再生地域資源の活用による地方都市再生、成長の牽引役としての大都市の再生～～

2011年度に

実施すべき事項

2013年度までに

実施すべき事項

2020年までに

実現すべき成果目標

６



○新潟県中越沖地震（Ｈ１９年発生）の被災地は未だ復興途上
にあり、被災地の生活再建が十分に進んでいない状況にあるこ
とから、早期の生活再建の促進を図る必要がある。

４．防災対策の推進
○新潟県中越沖地震災害による被災代替家屋に係る軽減措置

７

【期待される効果】

被災家屋の代替取得等により被災者の生活再建が促進されることで、被災地全体の復興につながる。

新潟県中越沖地震災害：

○平成１９年７月１６日 地震発生

○マグニチュード６．８ 最大震度６強

○住家被害

全壊１，３３１棟 半壊５，７０９棟

取得の期限を

家屋のみ２年間延長

○ 新潟県中越沖地震災害により滅失・損壊した家屋及び償却
資産に代わるものとして、平成２３年３月末までに取得等する家
屋及び償却資産について、

○ 固定資産税・都市計画税を最初の４年間１／２に軽減

要望の背景・必要性

要望の概要

期待される効果



○平成19年10月より緊急地震速報の一般提供開始、地震発生時における活用事例が蓄積。

○地震防災戦略（中央防災会議決定）においても、「緊急地震速報の利活用の推進」を盛り込み。

○地震防災対策用資産の取得に関する税制上の特例措置

○ 不特定多数の者が利用する施設・事業等の管理・運営を行う個人・法人が「緊急地震速報受信装置等」

を取得する場合の所得税・法人税の特別償却制度の適用期限（平成２３年３月３１日まで）について、１年
間延長。

８

○ 緊急地震速報受信装置等の設置により、集客施設等における利用者の安全の確保、大規模な工場等に

おける製造機械の自動停止により危険物質の流出の防止が図られるなど、人的・物的被害の軽減に寄与。

○ 租特の対象地域では、対象地域外よりも緊急地震速報受信装置の設置予定者の割合が高く、設置の促

進に寄与。

要望の背景・必要性

要望の概要

期待される効果



１年度分の所得税・法人税所得税・法人税について、
特別償却率２０％
（平成23年度末取得分まで） 【【2323年度延長要望年度延長要望】】

３年度分の固定資産税固定資産税について、
課税標準 ２／３
（平成25年度末取得分まで）

予報業務許可事業者、
配信事業者

予報業務許可事業者、
配信事業者

対象資産の範囲

気象業務支援
センター

緊急遮断装置緊急遮断装置緊急遮断装置

受信装置(and/or 感震装置)
からの信号を受けて、燃料
等の配給管の遮断弁を作
動させ、ガス・油等の危険
物の流出を防止。

地震の初期微動（Ｐ
波）を感知して直ち
に緊急遮断装置を
作動させる。緊急地
震速報とＰ波の両方
の情報を用いること
で、高い精度で制御
を行うことが可能。

制御
制御

制御

危険物等の供給
を遮断

周囲の人達
に報知

感震装置感震装置感震装置

【【受信受信】】 気象庁発表の緊急地震速報等を受信

【【算出算出】】 各地点の予想震度・到達時間を算出
（※算出しないで気象庁発表の緊急地震速報を
そのまま使うタイプもある）
【【制御制御】】 専用の報知装置に上記情報を表示させ
たり、緊急遮断装置等の関連設備を作動させる

緊急地震速報受信装置緊急地震速報受信装置緊急地震速報受信装置

地震防災対策用資産の取得に関する特例措置地震防災対策用資産の取得に関する特例措置（所得税・法人税）（所得税・法人税）【【延長延長】】

緊急地震速報緊急地震速報

気気 象象 庁庁

ユーザー （法人・個人事業者）ユーザーユーザー （法人・個人事業者）（法人・個人事業者）

大規模地震対策が必要な一定の地域で不特定多数の者が利用する施設・事業等不特定多数の者が利用する施設・事業等 の管理・運営を行う個人・の管理・運営を行う個人・

法人法人が「地震防災対策用資産」を取得「地震防災対策用資産」を取得する場合に、所得税・法人税・固定資産税を軽減

33年分の固定資産税の課税標準について、平成年分の固定資産税の課税標準について、平成2525年度末取得分まで延長年度末取得分まで延長

（その後廃止）（その後廃止）

税制で税制で
普及促進普及促進

２２年度税制改正での２２年度税制改正での
主な変更点（延長）主な変更点（延長）

受受 信信

推定震度 ６弱
２０秒強い揺れまで

感 震 機感 震 機
感 震 機感 震 機

感 震 機感 震 機

９



○「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（平成21年12月８日閣議決定）により、幼保一体化を含む新た
な次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築を進めるため、平成22年前半を目処に基本的な方
向を固め、平成23年通常国会までに所要の法案を提出予定

○「子ども・子育て新システム検討会議」（平成２２年１月２９日設置）における議論を経て、６月29日に少子化社

会対策会議（会長：内閣総理大臣、全閣僚メンバー）において「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」を
決定。

５．少子・高齢化対策の推進
○ 新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築のための税制上の所要の措置

○「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」においては、事業ごとに所管や制度、財源が様々に分かれ
ている現在の子ども・子育て支援対策を再編成し、幼保一体化を含め、制度・財源・給付について、包括的・一
元的な制度を構築（次頁参照）するとされており、これを踏まえ、必要となる税制上の所要の措置を講じることを
要望。

※子ども・子育て新システムについては、平成２３年通常国会に法案を提出、平成２５年度の施行を目指す。

１０

○地域の実情に応じつつ、社会全体で子ども・子育てを支える体制を実現

要望の背景・必要性

要望の概要

期待される効果



制度設計のイメージ

子ども・子育て勘定（仮称）子ども・子育て勘定（仮称）国
一般会計

国
一般会計

市町村
一般会計

市町村
一般会計

労使
事業主
本 人

労使
事業主
本 人

市町村（基礎自治体）

特別会計

市町村（基礎自治体）

特別会計

拠出金
負担金・
補助金

税制改革税制改革

＜財源の一元化＞

子育て関連の国庫負担金・補助金・事業主等か
らの拠出金を一本化し、交付金として交付

負担金
補助金

都道府県
一般会計

都道府県
一般会計

中央

地方
実施主体実施主体

幼保一体給付（仮称）

現金給付現物給付

子ども手当

地域子育て支援
乳児家庭全戸訪問

養育支援訪問

地域子育て支援拠点

児童館 等 など

両立支援・保
育・幼児教育給
付（仮称）

基礎給付

（地域の実情に応じ、地域の裁量で配分）

（２階）

（１階）

市町村独自給付

放課後児童クラブ

など

など

・市町村支援事業
・社会的養護などの
都道府県事業

こども園（仮称）
小規模保育サービス
病児・病後児保育サービス など

子ども・子育て
会議（仮称）

一時預かり等

個人給付
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